
福岡教育大学紀要，第70号，第４分冊，165     174（2021）

1．研究の背景
　学年主任は，学校教育法 22 条の 3（4）で法的
に定められた学校内の主任職である。条文では

「校長の監督を受け，当該学年の教育活動に関す
る事項について連絡調整及び指導，助言に当た
る。」とされている。この指導・助言の対象とな
るのが，学年の教育活動を担う「学年組織」であ
る。
　教員の大量採用・大量退職の状況は都道府県に
よって異なるが，数年後には急速な減少期を迎え
ることが予測される。急激な採用者数の低下に
よって，新たに 20 代教員の「新団塊教員」の世
代が誕生し，同世代が今後の学校組織の中核を担

う時代へと移行していく。
　このような状況下において，当然のことなが
ら 20 代の若年層教員の在り方も，その様相は着
実に変化してきている。学校種にもよるが，小学
校においては，管理職層以外の教員は 20 代教員
で占められる事例も稀有な状況ではなくなってき
た。中学校教員も，教科毎の若返りが進展し，20
代教員だけで占められる教科も少なくない。20
代 ･50 代教員で運営される教科部会，20 代教員
一人の教科部会も当たり前の光景になっている。
　既述の通り，5 ～ 10 年後には，50 代教員は退
職し，これらの 20 代教員が 30 代教員になってい
く。「新団塊教員」が中心となり学校経営・学年
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理論的・実証的研究が展開してきたと考えられるが，一方の学年主任の法的権限は制限的である（指導・助
言機能に制限されているため，管理・監督権限を有しているとは言えない）。事例研究として，本研究はこ
のような学年主任を中心とした学年経営から，学年構成員の教員に①学力，②生徒指導，③学習習慣の各プ
ロジェクトを委任し，そのプロジェクト責任者としての位置づけを有することで，学年経営の意思決定・職
務遂行をメンバーに権限配分を行った。その上で，主体的に構成員がプロジェクトを遂行することで，学年
経営の活性化を図った事例研究である。
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経営を担っていくことになる。当然のことなが
ら，文部科学省が提唱する「チーム・マネジメン
ト」を具現化するためには，現状の学年組織に対
する在り方も論究されるべきである。
　このような研究的背景において，学校組織にお
ける人的要因，教員の年齢構成の変容は，各組織
のポジションに求められる役割変容をもたらすこ
とが予測される。従前の様に，20 代の若年教員
段階では，学級指導・教科指導の着実な定着が求
められているが，現在の 20 代教員は，既に学年
経営への主体的な参画が求められ始めている。30
代後半から 40 代以降に求められるという予測は
成立せず，若年層段階から，学級・教科指導能力
の獲得に加えて，学年経営への積極的参加が求め
られている。
　本研究の背景は，このような学校組織における
教員の年齢構成の変容に対して，人材育成予測の
観点を踏まえた積極的な学年組織の開発的研究を
提唱するものである。

2．先行研究の分析
（1）学年主任法制の歴史的展開の概要

得に加えて，学年経営への積極的参加が求められ
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２．先行研究の分析 
（１）学年主任法制の歴史的展開の概要 
学教法施規第 22 条の３(4) 

校長の監督を受け，当該学年の教育活動に関する事項につ

いて連絡調整及び指導，助言に当たる。 

施行通達の留意事項（２）ウ 

校長の監督を受け，学年の経営方針の設定，学年行事の計

画・実施等当該学年の教育活動に関する事項について，当該

学年の学級担任及び他の学年主任，教務主任，生徒指導主事

等との連絡調整に当たるとともに，当該学年の学級担任に対

する指導，助言に当たるものであること。 

 
 主任法制化の議論については，法制化後の

1980～1990 年代においても，多くの研究者がそ

の課題を指摘している。堀井（2001）は「主任を

めぐっては，その地位の性格や，そこから来る職

務の性格をめぐって議論や対立がつづいてきた。

主任には主任手当が支給されるがこれは特殊勤務

手当であり，管理職手当ではない。この点では，

主任は職階上の中間管理職に位置づけられるもの

ではなく，主任の指導助言も，上司としての職務

命令とは解されない」と指摘している。しかし主

任は校長・教頭からの指示伝達機能を担ってい

る。また，教務主任などは管理職直前のポストと

なっていることから，事実上は中間管理職として

の機能を果たしている。このように制度化の本来

の主旨は中間管理職化を目指してはいないが，現

場の実態では中間管理職として機能しているとい

う，制度と実態のへだたりがある。主任を明確に

中間管理職として位置づけることで，主任がより

機能して教育目標達成に有効であるとする意見が

ある一方，校長の意に沿う教諭を一方的に主任と

することで，教職員集団が分断され生徒は置き去
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対立は教育界に刺さった「とげ」となってき

た。」と述べている。 
大脇（1999）は「制度改革にまで踏み込むこと

は本研究の目的ではない。しかし，校長・教頭か

らの指示伝達機能（下方向へのコミュニケーショ

ン機能）を担っていることのみに注目して，「主

任はそれさえやっていればよい」と考えること

は，たとえ主任を中間管理職に位置づけたとして

も主任を十分に機能させることにはならない」と

指摘している。このように，主任法制化以降にお

いても，学年主任については，その職務範囲の不

明瞭さについての指摘が述べられており，主任制

をどのように機能させるのか，その中での学年主

任に求められる役割を，まずは先行研究から分析

する必要がある。 
 
（２）学年主任を対象とした研究蓄積 
 学年主任を対象とした研究蓄積は多数見られ
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ーダーに着目する研究が展開するが，そこでは主
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（1998）らの研究，また同時期的に実務的な学年

主任・学年経営の在り方を研究した下村ら

（1996），古川（1996）らの実践研究がある。 
学年主任というわけではないが，同時期に教員

の勤務実態調査から，主任職の在り方を論じた研

究がある。大規模場調査研究としては，堀内ら

（2001）の調査研究で，河野（2001）が指摘した

のは，学校組織における主任職について，主任職

の実態については法的な位置づけの曖昧さに対し

て，職務が広範囲に拡大してしまう懸念である。 
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多くの研究者がその課題を指摘している。堀井
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位置づけられるものではなく，主任の指導助言
も，上司としての職務命令とは解されない」と指
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　しかし主任は管理職層からの指示伝達機能を
担っていることから，事実上は中間管理職として
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（2）学年主任を対象とした研究蓄積
　学年主任を対象とした研究蓄積は多数見られ
る。著作物として刊行されている調査研究では，
教育経営学の見地から，教頭・主任制導入の前
段階から，その求められる役割を分析した高野

（1967）の研究がある。その後，1990 年代のス
クール・リーダーの概念の拡大として，ミドル
リーダーに着目する研究が展開するが，そこで
は主任職層の在り方を研究した小島（1996），天
笠（1998）らの研究，また同時期的に実務的な
学年主任・学年経営の在り方を研究した下村ら

（1996），古川（1996）らの実践研究がある。
　学年主任というわけではないが，同時期に教員
の勤務実態調査から，主任職の在り方を論じた研
究がある。大規模場調査研究である堀内ら（2001）
の調査研究の中で，河野（2001）が指摘したの
は，学校組織における主任職について，主任職の
実態については法的な位置づけの曖昧さに対し
て，職務が広範囲に拡大してしまう懸念である。
　1990 年代のミドル層への研究の着目は，その
後の，主任職層への研究として展開していく。
　その後，「新しい職」として法制化された副校
長，主幹教諭等が議論になっていくが，その際に
学年主任の法的な位置づけが変わることは無かっ
たため，研究的には大きな変容は無い。
　研究対象として「学年主任」に再び脚光があて
られるのは，通称「教職大学院」が設置され，同
大学院のスクール・リーダー・マネジメント系
コースにおけるミドル層（主幹・主任職層）を対
象として人材育成が行われるようになってからで
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あろう（1）。「教職大学院」の実践課題解決を目的
として行われる「課題演習（名称多様）」では，
研究対象として「学年主任」「学年組織」を対象
とした研究が増加している（2）。
　学年主任を対象とした研究としては，中学校を
対象とした黒木（2012），小学校を対象とした奥
田（2012）らの調査研究がある。ミドル層という
位置づけにおいて，学年主任に求められる役割を
学校種別に調査を行った研究であり，それぞれ求
められる学年主任の業務分析，役割期待について
分析している。特徴的な部分としては，学年主任
に求められる役割としての学年部会運営に加え
て，人材育成の側面が学年主任に求められ始めて
いることが指摘されている。
　また，学年組織を対象に，モデル事業を提案
し，学年組織・学年所属教員の変容，モデル事業
の組織再編を分析した実証的な研究蓄積がある。
蛯名（2014），江川（2020）らの研究は，教職大
学院での院生として研究した成果物である。学年
組織形成のプロセスを可視化する研究ではある
が，学年内の構成員間における人間関係を「協働
論」として実証しようとしていることは共通的な
課題である。
　次に，学年組織に求められるカリキュラム・マ
ネジメントの活動を通じて，モデル事業を実践し
た論文として，法月（2016）の研究がある。今次
の新学習指導要領で提唱されているカリキュラ
ム・マネジメントのカリキュラム開発の行為主体
としての学年組織に着目した研究である。
　また，学年組織の人材育成を目的とした開発的
手法に対する研究的アプローチも見られるように
なってきた。花田・大竹・森（2016）は，中学校
の学年組織のマネジメント，および学年構成員の
マネジメントに対する認知変容を経年変化に通じ
て明らかにした研究である。また，井上（2019）
は，小学校の学年組織内の若年層に業務分担を担
わせ，次世代の学年リーダーの人材育成を図るた
めのプロアクティブ型アプローチを導入した研究
を展開している。
　本研究では，井上（2019）の研究が基盤となっ
ている。井上（2019）の研究は小学校の学年経
営・次世代学年組織の人材育成を研究対象として
いるが，小学校と中学校では学年組織に大きく差
異がある。小学校の学年組織は，学級担任制であ
り，学年の各構成員は全教科の指導に関わるため
制約は少ない。中学校の場合は，学年組織内にお
ける人材育成は，教科担任制であるため各構成員
は自らの教科以外に対しては一定の制約が存在す

る。他教科への教科指導・授業研究の側面からの
人材育成は学年組織内に求めることが難しい。こ
のような学校種別の際は，学年組織運営の機能分
析に向けても新たな研究課題を生んでいる。

（3）チームの発達と組織生成過程
　池田（2009）はチームの発達とチーム・リー
ダーシップの関係を図 1 のように整理している。
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あるため各構成員は自らの教科以外に対しては一

定の制約が存在する。他教科への教科指導・授業

研究の側面からの人材育成は学年組織内に求める

ことが難しい。このような学校種別の際は，学年

組織運営の機能分析に向けても新たな研究課題を

生んでいると指摘できる。 
 

（３）チームの発達と組織生成過程 
池田(2009)はチームの発達とチーム・リーダー

シップの関係を図１のように整理している。 

チームの発達とチーム・リーダーシップの関係

性を学年組織に当てはめれば，学年運営に深く関

わっている学年組織は，学年主任だけでなく構成

員のリーダーシップが求められるようになるタイ

プ３の状態を経て，さらに，チーム・リーダーシ

ップが高まることで，特定のリーダー（学年主

任）への依存状況が変化するタイプ４のような状

態になることが望まれる。 
池田（2009）は「チームが様々な変化に対して

柔軟に対応し，高い業績と創造性を実現するため

には，メンバーが有機的に連携・協力し合うだけ

でなく，メンバーがそれぞれ主体的にリーダーシ

ップを発揮することが求められている。」として

いる。つまり，学年組織の構成員一人ひとりがリ

ーダーシップを発揮することが，チームワークを

高めることにつながり，学年経営に主体的に参画

し，これらの営みが学校目標に向けた教育活動の

基盤になると考えた。 
 

３．研究目的・研究方法 
（１）研究の目的 
 これらの先行研究の研究的アプローチの中核

は，学年主任を中心とした学年経営の在り方か

図１ チームの発達とチーム・リーダーシッ図 1　チームの発達とチーム・リーダーシップ形態

　チームの発達とチーム・リーダーシップの関係
性を学年組織に当てはめれば，学年運営を担う学
年組織は，学年主任だけでなく構成員のリーダー
シップが求められるようになるタイプ 3 の状態，
さらに，チーム・リーダーシップが高まること
で，特定のリーダー（学年主任）への依存状況が
変化するタイプ 4 のような状態になることは可能
だろうか。
　池田（2009）の論を学校組織にあてはめれば，

「チームが様々な変化に対して柔軟に対応し，高
い業績と創造性を実現するためには，メンバーが
有機的に連携・協力し合うだけでなく，メンバー
がそれぞれ主体的にリーダーシップを発揮するこ
とが求められている。」としている。つまり，学
年組織の構成員一人ひとりがリーダーシップを発
揮することが，チームワークを高めることにつな
がり，学年経営に主体的に参画することができれ
ば，これらの営みが学校目標に向けた教育活動の
基盤になると考えた。

3．研究目的・研究方法
（1）研究の目的
　先行研究の研究的アプローチの課題を踏まえ，
本研究は学年主任を中心とした学年経営の在り方
から，学年構成員への分散型アプローチを模索し
ていくこととする。
　先述の教員の年齢構成の変化についても述べた
通り，「新団塊世代」の教員は，同世代の教員で
教員組織・学年組織を形成していかなければなら
ない。ベテラン教員からの知識・技術性の転移と
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いう課題はこれまでにも指摘されてきたが，この
ような状況下では，質的に差異の少ない同世代教
員の中で，学年組織を形成していかなければなら
ない。
　同世代の教員がチームとなり協力関係を維持し
ながらも，学年経営を担わなければならない状況
が生じてきている。
　学年経営案を学年職員全員で合意形成して作成
し，決定したプロジェクトの PDCA を協働しな
がら実施することを重ねれば，構成員一人ひとり
がリーダーシップを発揮するようになり，チーム
が発達することで，学年の「チームワーク」が高
まると仮説し，以下の研究方法・手順で実践行っ
た。

（2）研究の方法
  1）学年運営のマネジメント
　①学年会議の運営改善
　②プロジェクト型学年経営案の作成
　③プロジェクトの実践
  2）学校組織全体のマネジメント
　①学年主任会
　②チームワーク研修会
　③プロジェクト交流会
  3）チームワークアンケートの変容

4．調査結果
（1）対象校の実態
　研究対象としたのは A 市内の B 公立中学校で
ある。生徒数約 320 名，学級数 16 学級（特別支
援学級 4 クラス含む）の中規模校，教員年齢構成
は，50 代の教員が 50％以上を占めている。
　各学年は教諭 8 ～ 9 名の職員（常勤講師含む）
で構成されており，学年主任は第 3 学年共 50 代
のベテラン教員が務めている。平成 31（令和元）
年度は教頭の補佐的立場で，各学年運営に関わる
様々な取組の指導・助言に携わった。論者の小島
は学年を中心としたマネジメントの指導・助言を
行った。論者の大竹・田渕は小島のマネジメント
に関する指導・助言者としての役割を担った。
　研究仮説として，学年経営の指針となる学年経
営案をプロジェクト型で作成し，学年目標を達成
するために企画したプロジェクトを，学年構成員
全員で協働して行うことを通して，構成員一人ひ
とりがリーダーシップを発揮できるようになると
仮定した。それらが，学校教育目標の達成に向け
た学年経営に主体的に参画するタイプ 3 やタイプ
4（図 1 参照）のような学年組織になることにつ

ながると考えた。
　次に，学年経営案の作成を通じて，学校教育目
標を達成するための経営の重点を具現化するため
の学年目標や目指す生徒像，そのために必要な具
体的な方策などが共有化される。学年経営案が学
年に所属する職員全員で合意形成を図りながら作
られることで，より具体的になり，主体的に学年
経営に参画するための指針になると考えた。
　最後に，学校の経営の重点を具現化するための
学年目標を達成するために，学年職員全員で目標
を共有し，課題解決のための PDCA を協働実践
することに取り組む。プロジェクトは，各学年の
重点施策から選択し，学年職員全員で役割分担し
て協働できる取組を実践した。これらの実践的研
究を以下に詳述する。

（2）研究の実践
1）学年運営のマネジメント
①学年組織の業務再編
　B 公立中学校では，学年会議を勤務時間内に確
保できず，多くの場合は勤務時間外に職員の都合
を調整して設定してきた。
　そこで，教務（主幹）に時間割の調整を依頼し，
週時間制の中に学年会議の時間を設けることで，
毎週 1 回定期的に実施できるようにした（図 2）。

図 2　学年会議を設定した時間割

ら，学年構成員への分散型アプローチを模索して

いくことにある。 
 先述の教員の年齢構成の変化についても述べた

通り，「新団塊世代」の教員は，同世代の教員で

教員組織・学年組織を形成していかなければなら

ない。ベテラン教員からの知識・技術性の転移と

いう課題はこれまでにも指摘されてきたが，この

ような状況下では，質的に差異の少ない同世代教

員の中で，学年組織を形成していかなければなら

ない。 
同世代の教員がチームとなり協力関係を維持し

ながらも，学年経営を担わなければならない状況

が生じてきている。 
学年経営案を学年職員全員で合意形成して作成

し，決定したプロジェクトの PDCA を協働しなが

ら実施することを重ねれば，構成員一人ひとりが

リーダーシップを発揮するようになり，チームが

発達することで，学年の「チームワーク」が高ま

ると仮設し，以下の研究方法・手順で実践行った。 

 
（２）研究の方法 

１）学年運営のマネジメント 
①学年会議の運営改善 
②プロジェクト型学年経営案の作成 
③プロジェクトの実践 
２）学校組織全体のマネジメント 
①学年主任会 
②チームワーク研修会 
③プロジェクト交流会 
３）チームワークアンケートの変容 

 
４．調査結果 
（１）対象校の実態 

研究対象としたのは A 市内の B 公立中学校で

ある。生徒数約 320 名，学級数 16 学級（特別支

援学級４クラス含む）の中規模校，教員年齢構成

は，50 代の教員が 50％以上を占めている。 
各学年は教諭８～９名の職員（常勤講師含む）

で構成されており，学年主任は第３学年共 50 代

のベテラン教員が務めている。平成 31（令和元）

年度は教頭の補佐的立場で，各学年運営に関わる

様々な取組の指導・助言に携わった。論者の小島

は特に第２学年を中心に３つのマネジメントを行

った。論者の大竹・田渕はマネジメントに関する

指導・助言者としての役割を担っている。 
本研究仮説として，学年経営の指針となる学年

経営案をプロジェクト型で作成し，学年目標を達

成するために企画したプロジェクトを，学年構成

員全員で協働して行うことを通して，構成員一人

ひとりがリーダーシップを発揮できるようにな

ると仮定した。それらが，学校教育目標の達成に

向けた学年経営に主体的に参画するタイプ３や

タイプ４（図１参照）のような学年組織になるこ

とにつながると考えた。また，本研究の成果とし

て，個々のメンバーがリーダーシップを発揮する

過程で，マネジメント力やコーディネーション力

などのチームリーダーとしての職能成長も期待

できると考えた。 
学年経営案は，学校教育目標を達成するための

経営の重点を具現化するための学年目標や目指す

生徒像，そのために必要な具体的な方策などが記

されたものである。学年経営案が学年に所属する

職員全員で合意形成を図りながら作られることで，

より具体的になり，主体的に学年経営に参画する

ための指針になると考えた。 
学校の経営の重点を具現化するための学年目

標を達成するために，学年職員全員で目標を共有

し，課題解決のための PDCA を協働実践すること

が必要になる。プロジェクトとは，このような各

学年の重点施策のことで，学年職員全員で役割分

担して協働できる取組のことである。 

 
（２）研究の実践 
１）学年運営のマネジメント 
①学年会議の運営改善 
 B 公立中学校では，学年会議を勤務時間内に確

保することができず，多くの場合は勤務時間外に

職員の都合を調整して設定していた。 

そこで，教務主幹に時間割の調整を依頼し，時

間割の中に学年会議の時間を設けることで，毎週

１回定期的に実施できるようにした（図２）。 

図２ 学年会議を設定した時間割 

　放課後の時間は（部活動顧問や不測の生徒指導
対応等），出張不在の職員，委員会活動などが重
なることがあるが，授業時間内に学年会議を設定
することで，定期的な学年会議の開催につなげる
ことになった。また，会議時間が長時間に及ぶ事
が多かったが，授業時間内に設定することは副次
的な時間短縮につながった。
　更に，会議運営を充実させるためにアジェンダ

（会議計画表）ソフトを開発した。
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　 事 前 に ア
ジェンダ（会
議計画表）を
準備して会議
を行うように
した（図 3）。
議題や時間管
理，協議内容
など見通しを
持った会議を
行う事ができ
るように配慮
した。
　学年会議の
活性化に向け

て，上記のような時間管理，議題の内容の精選等
を簡易化するシステムを導入したが，これらの活
動は，データとして残るため，議事録の管理事業
の見直しの機能も果たすことになった。

②プロジェクト型学年経営案の作成

放課後の時間（部活動顧問や不測の生徒指導対

応等），出張不在の職員，委員会活動などを抱えて

いるが，授業時間内に学年会議を設定することで，

定期的な学年会議の開催につなげることができた。

また，実施する上で会議時間が長時間に及ぶ事が

多かったのだが，授業時間内に設定することは副

次的な解決にもつながっている。 

さらに，会議

運営を充実さ

せるために，必

要事項を入力

すると，簡単に

アジェンダ（会

議計画表）が作

成できるソフ

トを開発し，事

前にアジェン

ダを準備して

会議を行うよ

うにした（図

３）。 
これにより，議題や時間管理，協議内容など見

通しを持った会議を行う事ができるようになった。 
学年会議を活性化に向けて，上記のような時間

管理，議題の内容の精選等を簡易化するシステム

を導入した。アジェンダはデータとして残るため，

議事録の管理の効果があった。 
②プロジェクト型学年経営案の作成 

表１ 学年経営案の提案と作成の概要 

 学年会議の運営については共有化を図るために

学年主任に対する説明会を行った（図１）。その

上で，学校の重点目標の達成に向けた，学年の具

体的な活動をプロジェクト型で示した学年経営案

の様式を提案した（図４）。学年経営案には，学

年職員全員で合意形成して決めたプロジェクトに

ついて，誰が，何を，いつ，どの程度まで行うか

を明記するようにした。 

学年経営案が学年の教育活動の指針となるた

めには，学年職員全員で協議し，合意形成を図っ

てプロジェクトを決める必要がある。そのため，

学年目標，生徒の実態，重点課題やそれを解決す

るための具体的な活動（学年プロジェクト）を合

意形成する時間と，プロジェクトの計画(Ｐ)，評

価(Ｃ)について協議する時間を設定した。 

 

作成を終えた職員からは，「目標を全員で確認

して取組を考える事で，より具体性が見えた。」や，

「学年職員とじっくり話すことは，同じ方向を向

いた実践につながる。」など，職員のベクトルを揃

えるために有効であったという主旨の意見が挙

がった。 

③プロジェクトの実践 
 プロジェクト開始時に，プロジェクトリーダー

より全職員にプロジェクトの開始日と内容を報告

し，全職員への周知徹底を図り，取組が学年だけ

の閉鎖的なものにならないようにした。学年職員

全員で知・徳・体３つの観点でのプロジェクトを

実践した。下表は各学年のテーマである（表２）。 

表２ 各学年のプロジェクトの内容 
 知 徳 体 

１年 提出物徹底 リーダー育成 チャイム席 

２年 家庭学習 １分間スピーチ あいさつ 

３年 家庭学習 振り返り 生活習慣 

 プロジェクトの実践については各学年の実態に

応じて学年会議で取組内容を検討し実施した。こ

こでは，特にプロジェクトの活性化が見られた２

年生の実践について述べたい。 
２年生教員は，各プロジェクトにリーダーを決

め，学年主任が責任を持つのではなく，それぞれ

〈日 時〉平成 31 年 4月 2 日（火） 13:45～14:30 
〈ねらい〉プロジェクト型の学年経営案の様式と機能
を全職員に提案し，学年職員全員で共通理解を図りな
がら学年経営案を作成する。 
〈内 容〉 
・プロジェクト型の学年経営案の提案 
・学年目標，プロジェクト，評価指標についての協議 

図４ プロジェクト型学年経営案（第２学年） 図３ アジェンダ 

協議項目 

時間配分 

分掌からの連絡 

学級からの連絡 

司会･記録 

表 1　学年経営案の提案と作成の概要

　学年会議の運営については共有化を図るために
学年主任に対する説明会を行った（表 1）。その
上で，学校の重点目標の達成に向けて，学年の具
体的な活動をプロジェクト型で示した学年経営案
の様式を提案した（図 4）。学年経営案には，学
年職員全員で合意形成して決めたプロジェクトに
ついて，誰が，何を，いつ，どの程度まで行うか
を明記するようにした。
　学年経営案は学年の教育活動の指針となるた
め，学年職員全員で協議し，合意形成を図ってプ
ロジェクトを決める必要がある。そのため，学年
目標，生徒の実態，重点課題やそれを解決するた
めの具体的な活動（学年プロジェクト）を合意形
成する時間と，プロジェクトの計画（Ｐ），評価

（Ｃ）について協議する時間を設定した。
　作成を終えた職員から，「目標を全員で確認し
て取組を考える事で，より具体性が見えた。」や，

「学年職員とじっくり話すことは，同じ方向を向
いた実践につながる。」など，職員のベクトルを

揃えるために有効であったという主旨の意見が挙
がった。
③プロジェクトの実践
　学年経営案で定めたプロジェクトを開始するた
めに，プロジェクトリーダーより全職員にプロ
ジェクトの開始日と内容を報告し，全職員への周
知徹底を図り，取組が学年だけの閉鎖的なもの
にならないように配慮した。学年職員全員で知・
徳・体 3 つの観点でのプロジェクトを実践した。
下表は各学年のテーマである（表 2）。

放課後の時間（部活動顧問や不測の生徒指導対

応等），出張不在の職員，委員会活動などを抱えて

いるが，授業時間内に学年会議を設定することで，

定期的な学年会議の開催につなげることができた。

また，実施する上で会議時間が長時間に及ぶ事が

多かったのだが，授業時間内に設定することは副

次的な解決にもつながっている。 

さらに，会議

運営を充実さ

せるために，必

要事項を入力

すると，簡単に

アジェンダ（会

議計画表）が作

成できるソフ

トを開発し，事

前にアジェン

ダを準備して

会議を行うよ

うにした（図

３）。 
これにより，議題や時間管理，協議内容など見

通しを持った会議を行う事ができるようになった。 
学年会議を活性化に向けて，上記のような時間

管理，議題の内容の精選等を簡易化するシステム

を導入した。アジェンダはデータとして残るため，

議事録の管理の効果があった。 
②プロジェクト型学年経営案の作成 

表１ 学年経営案の提案と作成の概要 

 学年会議の運営については共有化を図るために

学年主任に対する説明会を行った（図１）。その

上で，学校の重点目標の達成に向けた，学年の具

体的な活動をプロジェクト型で示した学年経営案

の様式を提案した（図４）。学年経営案には，学

年職員全員で合意形成して決めたプロジェクトに

ついて，誰が，何を，いつ，どの程度まで行うか

を明記するようにした。 

学年経営案が学年の教育活動の指針となるた

めには，学年職員全員で協議し，合意形成を図っ

てプロジェクトを決める必要がある。そのため，

学年目標，生徒の実態，重点課題やそれを解決す

るための具体的な活動（学年プロジェクト）を合

意形成する時間と，プロジェクトの計画(Ｐ)，評

価(Ｃ)について協議する時間を設定した。 

 

作成を終えた職員からは，「目標を全員で確認

して取組を考える事で，より具体性が見えた。」や，

「学年職員とじっくり話すことは，同じ方向を向

いた実践につながる。」など，職員のベクトルを揃

えるために有効であったという主旨の意見が挙

がった。 

③プロジェクトの実践 
 プロジェクト開始時に，プロジェクトリーダー

より全職員にプロジェクトの開始日と内容を報告

し，全職員への周知徹底を図り，取組が学年だけ

の閉鎖的なものにならないようにした。学年職員

全員で知・徳・体３つの観点でのプロジェクトを

実践した。下表は各学年のテーマである（表２）。 

表２ 各学年のプロジェクトの内容 
 知 徳 体 

１年 提出物徹底 リーダー育成 チャイム席 

２年 家庭学習 １分間スピーチ あいさつ 

３年 家庭学習 振り返り 生活習慣 

 プロジェクトの実践については各学年の実態に

応じて学年会議で取組内容を検討し実施した。こ

こでは，特にプロジェクトの活性化が見られた２

年生の実践について述べたい。 
２年生教員は，各プロジェクトにリーダーを決

め，学年主任が責任を持つのではなく，それぞれ

〈日 時〉平成 31 年 4月 2 日（火） 13:45～14:30 
〈ねらい〉プロジェクト型の学年経営案の様式と機能
を全職員に提案し，学年職員全員で共通理解を図りな
がら学年経営案を作成する。 
〈内 容〉 
・プロジェクト型の学年経営案の提案 
・学年目標，プロジェクト，評価指標についての協議 

図４ プロジェクト型学年経営案（第２学年） 図３ アジェンダ 

協議項目 

時間配分 

分掌からの連絡 

学級からの連絡 

司会･記録 
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図 3　アジェンダ（会議計画表）
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く学年単位で活動内容を統一し，学年主任もプロ
ジェクトのリーダーに従う体制を取った。「あい
さつプロジェクト」では，生徒会役員の生徒と協
議して始業のあいさつのスタンダードを決め徹底
し，班長会を開催し各クラスの状況を共有した。
これらをプロジェクトリーダーが中心となって推
進することで，分散型の学年経営を進めた。

2）学年主任会のマネジメント
①学年主任会（学年リーダー）
　各学年のプロジェクト・テーマ決定後，運営委
員会で学年主任からプロジェクトの内容，評価方
法等詳しい内容を報告してもらい，周知を図っ
た。
　プロジェクト実施期間には運営委員会（校内）
の時間に学年主任から進捗状況を報告し，参加し
た各分掌主任からのアドバイス，分掌からの協力
を促進させ，学校全体でプロジェクトを後押しで
きるようにした。授業を担当している他学年の職
員にもプロジェクトの内容を周知し，実践に関
わってもらうようにして，全職員で指導の徹底を
図った。
　このことで，他学年の教員間で頻繁にコミュニ
ケーションを取る姿が見られ，学年のプロジェク
トについて学校全体の認知が高まった。
②学年主任研修会の実施（学年リーダーの人材育
成）
　学年主任研修会を不定期で開催した。

のプロジェクトのリーダーを若年・中堅層教員に

指名し，学年プロジェクトを推進する責任主体と

した。各プロジェクトにおいて，学級単位ではな

く学年単位で活動内容を統一し，学年主任であっ

てもプロジェクトのリーダーに従う体制を取った。

あいさつプロジェクトでは，生徒会役員の生徒と

協議して始業のあいさつのスタンダードを決め徹

底し，班長会を開催し各クラスの状況を共有した。 
プロジェクトリーダーが中心となることで，分

散型の学年経営を進めていった。 
 
２）学年主任会のマネジメント 
①学年主任会 
 各学年のプロジェクト・テーマ決定後、運営委

員会で学年主任からプロジェクトの内容，評価方

法等詳しい内容を報告してもらい，周知を図った。 
プロジェクトの実施期間には運営委員会（校内）

の時間に学年主任から進捗状況を報告し，参加し

た各分掌主任からのアドバイス，分掌からの協力

を促進させ，学校全体でプロジェクトを後押しで

きるようにした。授業を担当している他学年の職

員にもプロジェクトの内容を周知し，実践に関わ

ってもらうようにして，全職員で指導の徹底を図

った。 
このことで，他学年の教員間で頻繁にコミュニ

ケーションを取る姿が見られ，学年のプロジェク

トが学校全体に広がった。 
②学年主任研修会の実施 
 学年主任研修会を不定期で開催した。 

表３ 学年主任研修会の年間計画 

開催日 研修内容 
４ 月 ２ 日 学年経営案の作成方法について 
５月 16 日 ファシリテーション研修 
６月 13 日 学年運営について 
７月 11 日 プロジェクトの評価について 
10 月 30 日 学年運営についての意見交換 
1 2 月 中 旬 プロジェクトの振り返り 
令和元年６月 13 日に，学年主任に学年運営に

ついての聞き取り調査を行った。どの学年も役割

分担を明確にして，学年主任が調整や助言を意識

的に行っている。また，次の学年主任候補の育成

についても，プロジェクトリーダーを任せること

で，全体を動かす経験を積んでほしいという考え

や，どの時期に何をするのかという全体の流れや

計画を理解することで，学年運営がスムーズに行

えるといった意見を聞くことができた。 

ファシリテーション研修では，学年会議をより

効率的に進めるためのファシリテーターについて

研修を行った。実際に研究者が学年会議に参加し，

ファシリテーターとして会議を運営することで有

効性を実感してもらうことができた。研修後，全

職員にファシリテーターとしてのスキルを身に付

けてほしいという意見も挙がった。 

令和元年 10 月 30 日に行った研修会では，プロ

ジェクトを進める上での行事調整など，学年を超

えて学校全体を調整する必要性，次世代の育成な

どの意見交換を行うことができた。協議の中で次

期学年主任への引継ぎ資料を作成しようというこ

とになり，管理職とも協議して福岡県教育センタ

ー「学校変革の決め手」を参考に，学年主任の手

引きを作成した。 

③チームワーク研修会 
学年のチームワークを高めるためのチームワー

ク研修会を，全職員を対象に，年間２回計画・実

施した。 

 年度当初に行った第１回の研修会では，昨年度

試行したプロジェクトの取組を考察し，全職員で

振り返ることで，学年経営案をどのように作成し

ていくかの理解を促すと同時に，新しく赴任した

職員にも昨年度の実践を理解してもらうことがで

きた。また，年度当初にチームワークに必要なこ

とを協議し，全職員で共通理解を促すことで，ベ

クトルを揃える手立てになった。 

第２回チームワーク研修会では，学年を超えて

様々な人と意見交換することで相手を理解し，関

係性の質を向上させることを目的にワールドカ

フェ形式を採用し，協議を行った。さらに，学年

職員が協働して課題解決する模擬体験ができる

ように，グループワークも取り入れた。普段の会

議では出ない自由な意見が出たり，あまり関わり

がない先生と話をしたり，終始，活発な研修にな

〈日 時〉平成 31 年 4月 2 日（火） 13:00～13:45 
〈ねらい〉チームワークについての理解を高める。 
〈内 容〉・「チームワーク」についてのプレゼン 

・昨年度試行したプロジェクトの考察 
〈形 態〉全体研修→グループ研修 

表４ 第１回チームワーク研修会の概要 

令和元年 8月 5日（火） 10:00～11:00 
〈ねらい〉チームワークに必要な関係性の向上 
〈内 容〉 
・「チームワーク」についてのプレゼン 
・ワールドカフェ形式での協議 
・学年別グループワーク 
・振り返りアンケート・チームワークアンケート 
〈形 態〉ワールド･カフェ形式（ワークショップ） 

表５ 第２回チームワーク研修会の概要 

表 3　学年主任研修会の年間計画（令和元年）

　令和元年 6 月 13 日に，学年主任に学年運営に
ついての聞き取り調査を行った。どの学年も役割
分担を明確にして，学年主任が調整や助言を意識
的に行った。また，次期学年主任候補の育成につ
いても，プロジェクトリーダーを任せることを通
じて，事前にマネジメント経験を積んでほしいこ
と，学年進行を全体的に理解することなど，多様
な意見を聞くことができた。
　ファシリテーション研修（5 月 16 日）では，
学年会議をより効率的に進めるため，ファシリ

テーターについて研修を行った。実際に研究者
（小島）が学年会議に参加し，ファシリテーター
として会議を運営することで，その有効性を体験
してもらった。研修後，全職員にファシリテー
ターとしてのスキルを身に付けてほしいという意
見が挙がった。
　意見交換会 10 月 30 日を行った研修会では，プ
ロジェクトを進める上での行事調整など，学年を
超えて学校全体を調整する必要性，次世代の育
成（ミドルリーダー）などの意見交換を行うこと
ができた。協議の中で次期学年主任への引継ぎ資
料を作成しようということになり，管理職と協議
し，福岡県教育センター「学校変革の決め手」を
参考に，学年主任の手引きが作成された。
③チームワーク研修会（学年組織の変容）
　学年のチームワークを高めるためのチームワー
ク研修会を，全職員を対象に，年間 2 回計画・実
施した。

のプロジェクトのリーダーを若年・中堅層教員に

指名し，学年プロジェクトを推進する責任主体と

した。各プロジェクトにおいて，学級単位ではな

く学年単位で活動内容を統一し，学年主任であっ

てもプロジェクトのリーダーに従う体制を取った。

あいさつプロジェクトでは，生徒会役員の生徒と

協議して始業のあいさつのスタンダードを決め徹

底し，班長会を開催し各クラスの状況を共有した。 
プロジェクトリーダーが中心となることで，分

散型の学年経営を進めていった。 
 
２）学年主任会のマネジメント 
①学年主任会 
 各学年のプロジェクト・テーマ決定後、運営委

員会で学年主任からプロジェクトの内容，評価方

法等詳しい内容を報告してもらい，周知を図った。 
プロジェクトの実施期間には運営委員会（校内）

の時間に学年主任から進捗状況を報告し，参加し

た各分掌主任からのアドバイス，分掌からの協力

を促進させ，学校全体でプロジェクトを後押しで

きるようにした。授業を担当している他学年の職

員にもプロジェクトの内容を周知し，実践に関わ

ってもらうようにして，全職員で指導の徹底を図

った。 
このことで，他学年の教員間で頻繁にコミュニ

ケーションを取る姿が見られ，学年のプロジェク

トが学校全体に広がった。 
②学年主任研修会の実施 
 学年主任研修会を不定期で開催した。 

表３ 学年主任研修会の年間計画 

開催日 研修内容 
４ 月 ２ 日 学年経営案の作成方法について 
５月 16 日 ファシリテーション研修 
６月 13 日 学年運営について 
７月 11 日 プロジェクトの評価について 
10 月 30 日 学年運営についての意見交換 
1 2 月 中 旬 プロジェクトの振り返り 
令和元年６月 13 日に，学年主任に学年運営に

ついての聞き取り調査を行った。どの学年も役割

分担を明確にして，学年主任が調整や助言を意識

的に行っている。また，次の学年主任候補の育成

についても，プロジェクトリーダーを任せること

で，全体を動かす経験を積んでほしいという考え

や，どの時期に何をするのかという全体の流れや

計画を理解することで，学年運営がスムーズに行

えるといった意見を聞くことができた。 

ファシリテーション研修では，学年会議をより

効率的に進めるためのファシリテーターについて

研修を行った。実際に研究者が学年会議に参加し，

ファシリテーターとして会議を運営することで有

効性を実感してもらうことができた。研修後，全

職員にファシリテーターとしてのスキルを身に付

けてほしいという意見も挙がった。 

令和元年 10 月 30 日に行った研修会では，プロ

ジェクトを進める上での行事調整など，学年を超

えて学校全体を調整する必要性，次世代の育成な

どの意見交換を行うことができた。協議の中で次

期学年主任への引継ぎ資料を作成しようというこ

とになり，管理職とも協議して福岡県教育センタ

ー「学校変革の決め手」を参考に，学年主任の手

引きを作成した。 

③チームワーク研修会 
学年のチームワークを高めるためのチームワー

ク研修会を，全職員を対象に，年間２回計画・実

施した。 

 年度当初に行った第１回の研修会では，昨年度

試行したプロジェクトの取組を考察し，全職員で

振り返ることで，学年経営案をどのように作成し

ていくかの理解を促すと同時に，新しく赴任した

職員にも昨年度の実践を理解してもらうことがで

きた。また，年度当初にチームワークに必要なこ

とを協議し，全職員で共通理解を促すことで，ベ

クトルを揃える手立てになった。 

第２回チームワーク研修会では，学年を超えて

様々な人と意見交換することで相手を理解し，関

係性の質を向上させることを目的にワールドカ

フェ形式を採用し，協議を行った。さらに，学年

職員が協働して課題解決する模擬体験ができる

ように，グループワークも取り入れた。普段の会

議では出ない自由な意見が出たり，あまり関わり

がない先生と話をしたり，終始，活発な研修にな

〈日 時〉平成 31 年 4月 2 日（火） 13:00～13:45 
〈ねらい〉チームワークについての理解を高める。 
〈内 容〉・「チームワーク」についてのプレゼン 

・昨年度試行したプロジェクトの考察 
〈形 態〉全体研修→グループ研修 

表４ 第１回チームワーク研修会の概要 

令和元年 8月 5日（火） 10:00～11:00 
〈ねらい〉チームワークに必要な関係性の向上 
〈内 容〉 
・「チームワーク」についてのプレゼン 
・ワールドカフェ形式での協議 
・学年別グループワーク 
・振り返りアンケート・チームワークアンケート 
〈形 態〉ワールド･カフェ形式（ワークショップ） 

表５ 第２回チームワーク研修会の概要 

表 4　第 1回チームワーク研修会の概要

　年度当初に行った第 1 回チームワーク研修会で
は，昨年度試行したプロジェクトの取組を考察
し，全職員で振り返ることで，学年経営案をどの
ように作成していくかの理解を促すと同時に，新
しく赴任した職員にも昨年度の実践を理解しても
らうことができた。また，年度当初にチームワー
クに必要なことを協議し，全職員で共通理解を促
すことで，ベクトルを揃える手立てになった。

のプロジェクトのリーダーを若年・中堅層教員に

指名し，学年プロジェクトを推進する責任主体と

した。各プロジェクトにおいて，学級単位ではな

く学年単位で活動内容を統一し，学年主任であっ

てもプロジェクトのリーダーに従う体制を取った。

あいさつプロジェクトでは，生徒会役員の生徒と

協議して始業のあいさつのスタンダードを決め徹

底し，班長会を開催し各クラスの状況を共有した。 
プロジェクトリーダーが中心となることで，分

散型の学年経営を進めていった。 
 
２）学年主任会のマネジメント 
①学年主任会 
 各学年のプロジェクト・テーマ決定後、運営委

員会で学年主任からプロジェクトの内容，評価方

法等詳しい内容を報告してもらい，周知を図った。 
プロジェクトの実施期間には運営委員会（校内）

の時間に学年主任から進捗状況を報告し，参加し

た各分掌主任からのアドバイス，分掌からの協力

を促進させ，学校全体でプロジェクトを後押しで

きるようにした。授業を担当している他学年の職

員にもプロジェクトの内容を周知し，実践に関わ

ってもらうようにして，全職員で指導の徹底を図

った。 
このことで，他学年の教員間で頻繁にコミュニ

ケーションを取る姿が見られ，学年のプロジェク

トが学校全体に広がった。 
②学年主任研修会の実施 
 学年主任研修会を不定期で開催した。 

表３ 学年主任研修会の年間計画 

開催日 研修内容 
４ 月 ２ 日 学年経営案の作成方法について 
５月 16 日 ファシリテーション研修 
６月 13 日 学年運営について 
７月 11 日 プロジェクトの評価について 
10 月 30 日 学年運営についての意見交換 
1 2 月 中 旬 プロジェクトの振り返り 
令和元年６月 13 日に，学年主任に学年運営に

ついての聞き取り調査を行った。どの学年も役割

分担を明確にして，学年主任が調整や助言を意識

的に行っている。また，次の学年主任候補の育成

についても，プロジェクトリーダーを任せること

で，全体を動かす経験を積んでほしいという考え

や，どの時期に何をするのかという全体の流れや

計画を理解することで，学年運営がスムーズに行

えるといった意見を聞くことができた。 

ファシリテーション研修では，学年会議をより

効率的に進めるためのファシリテーターについて

研修を行った。実際に研究者が学年会議に参加し，

ファシリテーターとして会議を運営することで有

効性を実感してもらうことができた。研修後，全

職員にファシリテーターとしてのスキルを身に付

けてほしいという意見も挙がった。 

令和元年 10 月 30 日に行った研修会では，プロ

ジェクトを進める上での行事調整など，学年を超

えて学校全体を調整する必要性，次世代の育成な

どの意見交換を行うことができた。協議の中で次

期学年主任への引継ぎ資料を作成しようというこ

とになり，管理職とも協議して福岡県教育センタ

ー「学校変革の決め手」を参考に，学年主任の手

引きを作成した。 

③チームワーク研修会 
学年のチームワークを高めるためのチームワー

ク研修会を，全職員を対象に，年間２回計画・実

施した。 

 年度当初に行った第１回の研修会では，昨年度

試行したプロジェクトの取組を考察し，全職員で

振り返ることで，学年経営案をどのように作成し

ていくかの理解を促すと同時に，新しく赴任した

職員にも昨年度の実践を理解してもらうことがで

きた。また，年度当初にチームワークに必要なこ

とを協議し，全職員で共通理解を促すことで，ベ

クトルを揃える手立てになった。 

第２回チームワーク研修会では，学年を超えて

様々な人と意見交換することで相手を理解し，関

係性の質を向上させることを目的にワールドカ

フェ形式を採用し，協議を行った。さらに，学年

職員が協働して課題解決する模擬体験ができる

ように，グループワークも取り入れた。普段の会

議では出ない自由な意見が出たり，あまり関わり

がない先生と話をしたり，終始，活発な研修にな

〈日 時〉平成 31 年 4月 2 日（火） 13:00～13:45 
〈ねらい〉チームワークについての理解を高める。 
〈内 容〉・「チームワーク」についてのプレゼン 

・昨年度試行したプロジェクトの考察 
〈形 態〉全体研修→グループ研修 

表４ 第１回チームワーク研修会の概要 

令和元年 8月 5日（火） 10:00～11:00 
〈ねらい〉チームワークに必要な関係性の向上 
〈内 容〉 
・「チームワーク」についてのプレゼン 
・ワールドカフェ形式での協議 
・学年別グループワーク 
・振り返りアンケート・チームワークアンケート 
〈形 態〉ワールド･カフェ形式（ワークショップ） 

表５ 第２回チームワーク研修会の概要 表 5　第 2回チームワーク研修会の概要

　第 2 回チームワーク研修会では，学年を超えて
様々な人と意見交換することで相手を理解し，関
係性の質を向上させることを目的（ワールドカ
フェ形式を採用）として協議を行った。学年職員
が協働して課題解決する模擬体験ができるよう
に，グループワークも取り入れた。普段の会議で
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は出ない自由意見の表出，職員間の関係性に変化
が見られた研修となった。
　研修後のアンケートでは，「楽しみながら連帯
感をもち，めざす学校の姿（子どもの姿）を確認
できた。」や，「このような振り返る場があるこ
とは，次につながる考えが多く出る場でもある
と感じた。」など，目標共有についての意見や，
PDCA サイクルの評価（Ｃ）と改善（Ａ）の関
連を実感できたという意見も挙がった。
④プロジェクト交流会（評価活動，フィードバック）
　実施した学年プロジェクトが生徒にどのような
影響を与えたのか，成果と課題を学年経営案（学
年プロジェクト）を振り返りシートを用いて学年
職員全員で評価した（図 5）。この振り返りシー
トは学年経営案のプロジェクトの部分を拡大し，
評価指標を明記したもので，取組に対する成果を
確認した。

図 5　学年経営案（学年プロジェクト）振り返りシート

　プロジェクトを評価するために必要な生徒の変
容は各学年でアンケート調査や小テストの点数変
化で把握した（図 6）。手立てが適切であったか，
改善することはないかなど，生徒の実態を把握し
て，学年職員全員で協議した。

　これらの各事業を実施後，学期末の職員会議で
各学年のプロジェクトの成果と課題を全職員に報
告し，意見交流を行う「プロジェクト交流会」を
実施した。
　プロジェクト交流会では，どのようにプロジェ
クトを進めたのか，今後の方向性などを各学年か
ら発表してもらい全職員で共有を図った。発表者
の指定や発表の方法については指示をせず，各学
年に委ねていた。
　1・3 年生・教員は，全てのプロジェクトにつ
いて振り返りシートに書かれた内容を学年主任が
発表した。一方，2 年生・教員は協働実践ができ
ていた 1 分間スピーチのプロジェクトについては
20 代のプロジェクトリーダーが資料等を提示し
ながら発表した。
　交流会でのコメントシートには，特別支援教育
の視点や，取組の目的を明確にすることなどの意
見が挙がった。また，教員の取組で終わらせるの
ではなく，生徒を巻き込んだ取組にする必要があ
るなど様々な意見交流ができた。プロジェクト交
流会を行うことで，プロジェクトの振り返りや改
善などの PDCA サイクルを実感することができ
た。
　第 2 回のプロジェクト交流会（表 6）では，2
学期に行ったプロジェクトを事前に評価してもら
い，その内容を報告することで成果と課題を交流
した。1 回目の交流会と同様，発表者の指定や発
表の方法については指示をせず，各学年に委ねて
いた。

った。 

研修後のアンケートでは，「楽しみながら連帯感

をもち，めざす学校の姿（子どもの姿）を確認で
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次につながる考えが多く出る場でもあると感じ

た。」など，目標共有についての意見や，PDCA サ

イクルの評価(Ｃ)と改善(Ａ)の関連を実感できた
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④プロジェクト交流会 
 実施した学年プロジェクトが生徒にどのような

影響を与えたのか，成果と課題を学年経営案（学

年プロジェクト）を振り返りシートを用いて学年

職員全員で評価した（図５）。この振り返りシート

は学年経営案のプロジェクトの部分を拡大し，評

価指標を明記したもので，取組に対する成果を確
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 プロジェクトを評価するために必要な生徒の

変容は各学年でアンケート調査や小テストの点

数変化で把握した（図６）。手立てが適切であった

か，改善することはないかなど，生徒の実態を把

握して，学年職員全員で協議した。  

学期末の職員会議で各学年のプロジェクトの成

果と課題を全職員に報告し，意見交流を行う「プ

ロジェクト交流会」を実施した。 

プロジェクト交流会では，どのようにプロジェ

クトを進めたのか，今後の方向性などを各学年か

ら発表してもらい全職員で共有を図った。発表者

の指定や発表の方法については指示をせず，各学

年に委ねていた。 

１・３年生・教員は，全てのプロジェクトにつ

いて振り返りシートに書かれた内容を学年主任が

発表した。一方，２年生・教員は協働実践ができ

ていた１分間スピーチのプロジェクトについては

20 代のプロジェクトリーダーが資料等を提示し

ながら発表した。 

交流会でのコメントシートには，特別支援教育

の視点や，取組の目的を明確にすることなどの意

見が挙がった。また，教員の取組で終わらせるの

ではなく，生徒を巻き込んだ取組にする必要があ

るなど様々な意見交流ができた。プロジェクト交

流会を行うことで，プロジェクトの振り返りや改

善などの PDCA サイクルを実感することができた。 

第２回のプロジェクト交流会では，２学期に行

ったプロジェクトを事前に評価してもらい，その

内容を報告することで成果と課題を交流した。１

回目の交流会と同様，発表者の指定や発表の方法

については指示をせず，各学年に委ねていた。 

 １・３年生は全てのプロジェクトについての成

果と課題の発表を学年主任が行った。２年生の発

表では，家庭学習，１分間スピーチ，あいさつ，

それぞれのプロジェクトリーダーが明確になっ
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○所属する学年以外のプロジェクトがなかなか

見えないので，シートを提示したり，交流会で

報告したりすると，共有できてありがたい。 
○学年の中だけでの取組も交流することで全体

に広がり，内容のある振り返りになると思う。 
○各学年において，めざす生徒の姿の共通理解を

図り，プロジェクトを通して役割分担すること
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図6　プロジェクトの評価のためのアンケート結果（2年生）
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表 7　第 2回プロジェクト交流会後の職員の感想

3）チームワークアンケートの変容
　学年組織のチームワークの変容をはかるため
に，三沢ら（2009）を参考に 8 項目 60 問のチー
ムワークアンケートを実施した。
　A 市の中学校の職員を対象に，チームワーク
の実態を実施した所（H30. 8），表 8 のような結
果になった。

ており，各プロジェクトリーダーが発表した。交

流会を終え，コメントシートに意見が挙がった

（表７）。コメント内容から，プロジェクト交流会

が学年の取組を学校全体に広げ，深めていくこと

や，協働実践を通して学年のチーム力の向上を実

感することに効果を発揮していることがうかが

える。また，プロジェクトの実践を通して，ベテ

ラン教員と若年教員とが頻繁にコミュニケーシ

ョンをとる姿も見られるようになった。 

３）チームワークアンケートの変容 

学年組織のチームワークの変容をはかるために，

三沢ら（2009）を参考に８項目 60 問のチームワー

クアンケートを実施した。 

A 市の中学校の職員を対象に，チームワークの

実態を調査した。調査では，三沢ら（2009）を参

考に８項目 60 問のチームワークアンケートを実

施したところ，表８のような結果になった。 

要素として示すことができたのは，「チーム指向

性（職務指向性・対人指向性）」，「チーム・リーダ

ーシップ（職務遂行・対人関係）」，「チーム・プロ

セス（モニタリング（相互調整機能）・フィードバ

ック）」の３つである（三沢（2009）の同様のもの

としている）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
どの学年もチーム・プロセスに関する項目が低

く，特に知識と情報の共有やフィードバックに対

する評価が低いことが明らかになった。具体的に

は，「月間目標や学期目標を学年の職員全員で話し

合って決めている。」（2.43），「状況に応じて学年

目標とその計画を見直すことがある。」（2.14），「各

学級を相互評価して，改善すべきことや取組を全

員でしている。」（2.57）など，目標を全員で共有

することや，相互評価して改善策を考えるなどの

項目が低かった。 

これらのアンケートを，1 年間継続して B 公立

中学校で実施した。各項目の平均値を今年１月，

８月，12 月と比較してみた（図６）。フィードバ

ック以外のどの項目も評価が向上している。対人

指向性，職務遂行上の指示，対人関係上の配慮の

項目が高い評価を示している。チームワーク研修

会やプロジェクト交流会を通して，他学年の職員

ともコミュニケーションをとる機会を増やした

り，学年内でもプロジェクトを通して頻繁に情報

共有を行ったりしたことが高い評価につながっ

たと考えられる。 

また学年別の結果では，２年生は，他学年と比

較すると比較的どの項目も高い評価になってい

る。特に，対人指向性の項目である「同僚の先生

が困っていそうなときは，声をかけている。」

(3.67)，「学年会では実績やキャリア，年齢に関係

なく意見が取り上げられている。」(4.00)，「学年

会では若手教員も意見が言いやすい雰囲気があ

る。」(4.00)が高い。全職員で親和的な雰囲気を意

識的に作ろうとしたり，新しいことへの積極的な

挑戦したり，スキルアップについての項目の評価

が高く，チーム力を高めようと構成員一人ひとり

がリーダーシップを発揮していることがうかが

える。 

３年生は，２学期の学校行事や進路関係に向け

やるべきことがはっきりしているため，学年で協

働した活動や頻繁な情報共有を行うようになり，

２年生と比較してもそれほど差が無く，チーム・

プロセスの項目を中心に全ての項目で８月時点

よりも評価が高かった。しかし，学年組織の形成

過程の途中（２年生後半）からプロジェクトに取

り組んだため，どうしても既存の学年主任を中心

とする学年経営が影響したものと考えられる。 
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表９ チームワークアンケートの結果比較（学年別） 

要素 項目 8月 12月 8月 12月 8月 12月 8月 12月

職務指向性 3.10 3.27 2.88 3.38 3.33 3.39 3.05 2.88

対人指向性 3.60 3.69 3.22 3.67 3.89 3.83 3.77 3.47

職務遂行上の指示 3.43 3.51 3.37 3.56 3.47 3.44 3.51 3.44

対人関係上の配慮 3.66 3.73 3.56 3.67 3.74 3.74 3.69 3.69

モニタリングと相互調整 3.13 3.25 2.96 3.25 3.25 3.40 3.30 3.00

職務の分析と明確化 2.86 2.95 2.79 3.13 2.86 2.84 2.97 2.70

知識と情報の共有 2.93 3.09 2.72 3.00 2.97 3.19 3.03 2.87

フィードバック 3.09 3.07 2.86 3.13 3.04 3.06 3.37 2.87

現1年

チームの
指向性

チーム

リーダー

シップ

チーム
プロセス

現３年 現２年全体平均

⼩郡市N=87 在籍校N=21 4件法 ⼩郡市
要素 項目 全体 全体 3年 2年 1年

職務指向性 3.03 3.07 2.92 3.14 3.17
対⼈指向性 3.19 3.23 2.74 3.39 3.67
職務遂⾏上の指⽰ 3.06 3.10 2.84 3.45 3.16
対⼈関係上の配慮 3.29 3.28 3.14 3.57 3.20
モニタリングと相互調整 3.05 3.14 2.73 3.28 3.41
職務の分析と明確化 2.70 2.78 2.57 3.07 2.65
知識と情報の共有 2.75 2.71 2.50 2.75 2.76
フィードバック 2.90 2.84 2.67 3.04 2.86

在籍校

チームの
指向性

チーム
リーダー
シップ

チーム
プロセス

表８ チームワークアンケートの結果(H30.8 実施) 

A 市・N-87  B 中学校・N-21 

１年   ２年    ３年 

A市  B 中学校 

表 8　チームワークアンケートの結果（H30.8 実施）

　要素として示すことができたのは，「チーム
指向性（職務指向性・対人指向性）」，「チーム・
リーダーシップ（職務遂行・対人関係）」，「チー
ム・プロセス（モニタリング（相互調整機能）・
フィードバック）」の 3 つである（三沢（2009）
の同様の要素であった）。
　A 市全体の結果として，チーム・プロセスに
関する項目が相対的に低く，特に知識と情報の
共有やフィードバックに対する評価が低いこと
が明らかになった。具体的には，「月間目標や学
期目標を学年の職員全員で話し合って決めてい
る。」（2.43），「状況に応じて学年目標とその計画
を見直すことがある。」（2.14），「各学級を相互評

価して，改善すべきことや取組を全員でしてい
る。」（2.57）など，目標を全員で共有することや，
相互評価して改善策を考えるなどの項目が低かっ
た。
　これらのアンケート結果を踏まえ，1 年間継続
して B 公立中学校で実施した。各項目の平均値
を今年 1 月，8 月，12 月と比較してみた（図 7）。
フィードバック以外のどの項目も評価が向上して
いる。対人指向性，職務遂行上の指示，対人関係
上の配慮の項目が高い評価を示している。チーム
ワーク研修会やプロジェクト交流会を通して，他
学年の職員ともコミュニケーションをとる機会を
増やしたり，学年内でもプロジェクトを通して頻
繁に情報共有を行ったりしたことが高い評価につ
ながったと考えられる（図 7）。

図 7　チームワークアンケートの結果比較
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表８ チームワークアンケートの結果(H30.8 実施) 

A 市・N-87  B 中学校・N-21 

１年   ２年    ３年 

A市  B 中学校 

　また学年別の結果では，2 年生は，他学年と比
較すると比較的どの項目も高い評価になっている

（表 9）。特に，対人指向性の項目である「同僚の
先生が困っていそうなときは，声をかけている。」

（3.67），「学年会では実績やキャリア，年齢に関
係なく意見が取り上げられている。」（4.00），「学
年会では若手教員も意見が言いやすい雰囲気があ
る。」（4.00）が高い。全職員で親和的な雰囲気を
意識的に作り，新しいことへの積極的な挑戦，ス
キルアップの項目の評価が高く，チーム力を高め
ようと構成員一人ひとりがリーダーシップを発揮
していることが想定される。
　3 年生は，2 学期の学校行事や進路関係に向け
た活動が明確化されているため，学年で協働した
活動や頻繁な情報共有を行うようになり，2 年生
と比較してもそれほど差が無く，チーム・プロセ
スの項目を中心に全ての項目で 8 月時点よりも評
価が高かった。しかし，学年組織の形成過程の途
中（2 年生後半）からプロジェクトに取り組んだ
ため，どうしても既存の学年主任を中心とする学
年経営が影響したものと考えられる。
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表８ チームワークアンケートの結果(H30.8 実施) 

A 市・N-87  B 中学校・N-21 A市  B 中学校 

表 9　チームワークアンケートの結果比較（学年別）

4．研究総括と今後の課題
　中学校の学年組織において，これまで重視され
てきた「学年主任中心型」の学年組織経営ではな
く，「学年構成員―分散型」の学年組織を編成し，
職務決定権限を学年主任から学年所属の構成員に
分散させる学年組織の活動を展開し，それらの仮
説－検証型の実践研究を行った。学年主任ではな
いリーダーを任せたのは，今後の学年組織を担う
若年層・中堅層教員を対象に選んでいる。
　実態としては，それらの成果は「チーム・マネ
ジメント」の効力として表出している捉えること
ができた。その中でも，「チーム指向性（職務指
向性・対人指向性）」や「チーム・リーダーシッ
プ（職務遂行・対人関係）」については全ての学
年で効果が示される結果となった。一方，「チー
ム・プロセス」に関する結果は，学年間の取り組
みに差が出ている。このことが学年組織のマネジ
メントによるものなのか，また学年所属の構成員
によるものなのかは明らかにできなかった。
　これらと関連して，学年組織の認知の固定化に
ついての実態を指摘したい。中学校の学年組織の
教員構成は，特徴として「学年持ち上がり」のよ
うに，第 1 学年から第 3 学年に向けて継続して所
属する事例が多い。学年所属の教員による学年組
織に対する認知は，3 年間をかけて形成していく
特徴がある。花田・大竹・森（2016）も同様の指
摘をしており，学年組織の認知を形成する上で
は，3 年間のサイクルを踏まえて，チーム・マネ
ジメントを研究・分析していくことを課題として
認識した。
　これらは今後の自らの課題として継続して検証
していきたい。

【註】
（1） 教職大学院が設置され，スクール・リーダー

教育が拡大していく。特にミドル・マネジメ
ント層が現況の教職大学院に求められる人材

育成のキャリア・ステージになっている。拙
著（2018）「教職大学院の「拡充」における
スクール・リーダー教育と大学教員」『日本
教育経営学会紀要』，60 巻，pp.156-159.

（2） 国立情報学研究所の情報検索データサー
ビ ス：CiNii（NII 学 術 情 報 ナ ビ ゲ ー タ ）

（Date:2020/09/01）においてタイトルに「学
年（44 件）」のうち学年主任・組織を対象と
した 8 論文であり，いずれもが 2010 年以降
のである。
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